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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社及び当社グループ各社は、経営環境の変化に迅速に対応できる経営管理組織体制の構築と法令遵守を重要視し、積極的な情報開示を行う
ことにより、公正かつ信頼性の高い経営の実現を目指しております。

当社は、当社の取締役会の監督機能を一層強化し、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実を図るため、会社法における機関設計として監査等
委員会設置会社を選択しております。

また、当社は、コーポレート・ガバナンスに関し、次の体制を構築しております。

(１)財務・会計等の専門知識・経験を有する監査等委員である独立社外取締役及び経営戦略等の専門知識・経験を有する独立社外取締役を選任
し、取締役の職務執行の監査・監督の実効性を確保しております。

(２)全般的な会社業務を統制するため、取締役執行役員で構成する経営会議を設置し、会社経営基本事項及び重要業務執行事項を協議・決定し
ております。

(３)業務執行の迅速化、効率化を図るため、「執行役員制度」を導入しております。

(４)取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、当社のコーポレートガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮
問機関として任意の指名・報酬諮問委員会を設置しております。本委員会の構成は独立社外取締役が過半数であり、委員長は独立社外取締役
が務めております。

(５)当社と当社グループ各社の経営者で構成する関係会社連絡会を定期的に開催して、グループ各社の諸問題について討議し、相互の意思疎通
とグループ内の連携を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則２－４－１　中核人材の登用等における多様性の確保】

当社は、能力や適性などを総合的に判断して管理職や中核人材を登用しており、多様性の確保を妨げるような、性別・国籍・採用ルートの条件の
制約は設けておりませんが、定量的な目標の設定について検討してまいります。また、当社は、多様性の確保に関する個別の施策を実施しており
ますが、多様性の確保に向けた人材育成方針及び社内環境整備方針につきましては、2023年6月の開示に向けて取組みを進めております。

【原則３－１　情報開示の充実】

（2）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方については、本報告書の「Ⅰ．１．基本的な考え方」をご参照ください。コーポレートガバナンス
に関する基本方針については、本コードの原則を踏まえた基本方針を2022年度中の開示に向けて取組みを進めております。

【補充原則４－１－３　最高経営責任者等の後継者計画の策定】

当社は現在、取締役会及び指名・報酬諮問委員会において後継者計画について議論を深めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

＜政策保有株式に関する方針＞

当社は、取引関係の円滑化のために重要と判断した場合に限り、政策保有株式として上場株式を保有します。

なお、当社は、毎年保有する政策保有株式全銘柄の保有目的の適切性、保有に伴う便益（配当金・取引による収益）やリスクを検証し、保有の意
義がないと判断した政策保有株式については縮減を進めております。

＜政策保有株式の議決権行使＞

政策保有株式の議決権行使については、投資先企業および当社の中長期的な企業価値の向上に資するか否かとの観点から、議案毎に賛否を
判断しております。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、取締役会規程において関連当事者間取引を取締役会決議事項としており、決議の際は該当する役員を特別利害関係人として当該決議
の定足数から除外しております。

また、当社は関連当事者間取引を管理するため、全役員に対して、関連当事者間取引の有無について確認するアンケート調査を実施しておりま
す。

【原則２－４－１　中核人材の登用等における多様性の確保】

コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由をご参照ください。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、従業員の資産形成を目的として、企業型確定拠出年金制度を導入しております。当社は、従業員に対して、企業型確定拠出年金の運用
に係る教育及び情報提供を実施しております。



【原則３－１　情報開示の充実】

（1）経営理念、行動規範、中期経営計画を当社ウェブサイトへ掲載しております。

＜経営理念・行動規範＞　https://www.fkoil.co.jp/company/philosophy.html　

＜中期経営計画＞　https://www.fkoil.co.jp/ir/manage/management01.html

（2）コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由をご参照ください。

（3）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下「取締役」という。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能
する報酬体系とし、取締役の個人別の報酬の決定に際しては、株主総会で決定された報酬総額の限度内で、役位、職責、在任年数、同規模の他
の上場会社の水準及び会社業績等に応じた金額水準の内規を踏まえた適正な水準としております。

具体的には、取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）と譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）により構成し、取締役のうち社外取締役の報酬につい
ては、その職務に鑑み、基本報酬（金銭報酬）のみの構成としております。

報酬決定の手続きについては、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとしております。取締役会
は、当該委任権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、基本報酬及び譲渡制限付株式報酬の額について、基本方針に定める内規
に従って原案を作成のうえ、委員長を独立社外取締役とし、委員の過半数が独立社外取締役で構成される指名・報酬諮問委員会に諮問し答申を
得るものとし、委任を受けた代表取締役社長は、当該委員会の答申を踏まえたうえで、当該内規の内容にしたがって決定しております。

（4）当社の取締役会は取締役の選任・解任基準を策定しております。取締役の選任及び解任の手続きについては、指名・報酬諮問委員会に取締
役の選任・解任基準に基づいて作成した原案を諮問し、その答申を踏まえて決定しております。

（5）当社は、株主総会招集通知に、全ての取締役候補者について個別の選任理由を記載しております。

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取組み等】

当社は、中期経営計画（2021年度～2023年度）の開示資料の中で、カーボンニュートラルに向けた、長期ビジョンを示し、人的資本投資について
は、人材育成や外部人材の招聘等の組織・人事改革の実施について説明を行っております。

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任範囲の概要】

当社取締役会は、取締役会規程に基づき、法令及び定款に定められた事項並びに経営上の重要な事項について決定するものとしております。取
締役への委任の範囲については、職務権限規程に定めております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に準じた独立性判断基準を策定・公表しております。

また、当社取締役会は、当社の定める独立性判断基準及び社外取締役の選任基準を踏まえたうえで、取締役会に必要なスキルを持った独立社
外取締役候補を選定するよう努めております。

【補充原則４－１１－１　取締役会の構成】

当社取締役会は、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模が適切であることを明確にするため、スキルマトリックスを
作成しております。なお、当社の取締役会は、当社の業容において迅速な意思決定を行う規模として、員数７名の取締役で構成しております。そ
の内訳は、当社の事業について豊富な知識と経験を有する社内取締役３名と企業経営、Ｍ＆Ａ、新規投資等の各専門分野における豊富な業務
経験や高度な知見を有する社外取締役４名となっております。

【補充原則４－１１－２　取締役の兼任状況】

当社の社外取締役には、他の上場会社等の役員を兼任しているものがおりますが、その兼任社数は合理的な範囲であり、職務を適切に果たすこ
とができるものと考えております。

なお、当社の社外取締役の兼任状況については、株主総会招集通知や有価証券報告書等で開示しております。

【補充原則４－１１－３　取締役会の実効性についての分析・評価結果の概要】

当社の取締役会は、取締役会の実効性の評価を目的に、全ての取締役（監査等委員である取締役を含む）を対象に取締役会の実効性に係るア
ンケートを実施しております。アンケートの基本項目は「取締役会の構成」「取締役会の運営」「取締役会の議題」「取締役への支援体制」の4項目と
し、取締役会事務局が無記名でアンケートを集計のうえ、分析・評価を実施しております。

その結果、当社の取締役会は適切に運営されており、実効性が概ね確保されているとの結論に至りました。なお、本評価結果につきましては取締
役会において報告されております。

当社の取締役会は、アンケートの回答において提示された取締役会の運営についての改善提案等を含む評価結果に基づき、引き続き取締役会
の実効性の向上に取り組んでまいります。

【補充原則４－１４－２　取締役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役に対して、その役割・責務を適切に果たすために必要なトレーニングの機会を提供することを基本方針としております。

また、取締役のトレーニングに必要な費用は当社が負担します。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主からの面談申込に対しては、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資することを目的に、経営企画部が事務局とな
り、経営企画部長を中心として面談に臨む体制となっております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ENEOSホールディングス株式会社 1,005,900 15.31

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING CORPORATION LIMITED - HONG KONG PRIVAT

E BANKING DIVISION CLIENT A/C 8028-394841
604,900 9.21

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 584,900 8.90

株式会社日本カストディ銀行 488,900 7.44



株式会社三菱ＵＦＪ銀行 339,175 5.16

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 172,953 2.63

株式会社スノーボールキャピタル 159,200 2.42

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 140,600 2.14

損害保険ジャパン株式会社 102,032 1.55

株式会社アミックス 100,900 1.54

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

※上記「大株主の状況」は、以下補足説明を含め、2022年３月31日現在のものです。

１．所有割合は自己株式（2,172,751株）を控除して計算しております。

２．株式会社日本カストディ銀行の所有株式数のうち、投資信託、年金信託及びその他信託に係る株式が、476千株含まれております。また、日本
マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係る株式数であります。

３．2022年３月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、アスリード・キャピタル　ピーティーイー　エルティー
ディー(Aslead Capital Pte.Ltd.)が2022年３月17日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年３月31日現在に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　氏　名　又　は　名　称　　　　　　　　　　　 保有株券等の数（株）　　　　　株券等保有割合（％）　　

アスリード・キャピタル　ピーティ

ーイー　エルティーディー　　　　　　　　　　　　　　　　　　 187,100　　　　　　　　　　　　　　2.14

(Aslead Capital Pte.Ltd.)

　

４．2019年９月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、エフエムアール エルエルシー(FMR LLC)が2019年９

月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませ
んので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　氏　名　又　は　名　称　　　　　　　　　　　 保有株券等の数（株）　　　　　株券等保有割合（％）　　

エフエムアール　エルエルシー　　　　　　　　　　　　　　　　429,000　　　　　　　　　　　　　　　4.91

（ＦＭＲ　ＬＬＣ）

５．2021年７月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び
その共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2021年６月30日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているもの
の、当社として2022年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　氏　名　又　は　名　称　　　　　　　　　　 　保有株券等の数（株）　　　　　株券等保有割合（％）　　

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社　　　　　 476,400　　　　　　　　　　　　　　　5.45

日興アセットマネジメント株式会社　　　　　　　　　　　　　　 86,600　　　　　　　　　　　　　　　0.99

６．2021年12月15日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、重田光時氏が2021年12月８日現在でそれぞれ以下
の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株
主の状況には含めておりません。

　　氏　名　又　は　名　称　　　　　　　　　　 　保有株券等の数（株）　　　　　株券等保有割合（％）　　

重田　光時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　704,000　　　　　　　　　　　　　　　8.05　

株式会社鹿児島東インド会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　400　　　　　　　　　　　　　　　0.00

株式会社スノーボールキャピタル　　　　　　　　　　　　　　158,800　　　　　　　　　　　　　　　1.82

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満



直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

鍋田　俊久 他の会社の出身者

須長　英明 他の会社の出身者

渡邊　豊 他の会社の出身者

杉山　敦子 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鍋田　俊久 　 ○ 該当事項なし。

鍋田俊久氏は、直接経営に関与した経験はあ
りませんが、事業開発や先進技術に関する豊
富な経験と高度な専門的知識を有しており、当
社の業務執行に対する監督、助言等をいただく
ことを期待できると判断したためであります。

また、取引所が定める独立性基準に抵触する
事項はないことから、 一般株主と利益相反が

生じるおそれがないと判断しております。

須長　英明 　 ○ 該当事項なし。

須長英明氏は、証券業界をはじめ多方面にわ
たる幅広い知識、海外における豊富な経営経
験を有しており、経営経験者としての専門的な
知見も活かし、当社の業務執行に対する監督、
助言等をいただくことを期待できると判断したた
めであります。

また、取引所が定める独立性基準に抵触する
事項はないことから、 一般株主と利益相反が

生じるおそれがないと判断しております。

渡邊　豊 ○ ○ 該当事項なし。

渡邊豊氏は、金融機関における業務経験が豊
富であり、財務及び会計に関する知見を有して
いるとともに、企業経営の経験を有しており、監
査等委員である社外取締役として当社の業務
執行の監督の職務を適切に遂行することが期
待できると判断したためであります。

また、取引所が定める独立性基準に抵触する
事項はないことから、 一般株主と利益相反が

生じるおそれがないと判断しております。

杉山　敦子 ○ ○

2021年度において、当社は、杉山敦子氏
が2016年8月まで所属していた有限責任
あずさ監査法人に対して、監査報酬等の
支払いを行いましたが、これらの合計金額
は、有限責任あずさ監査法人の2021年6
月期の監査収入と比べて僅少（0.03％未
満）であります。なお、同氏は、同監査法
人において、監査証明業務を執行する業
務執行役員あるいは経営権を有する地位
にあったことはありません。また、同氏は、
当社の会計監査業務には一切関わってお
りません。

杉山敦子氏は、直接経営に関与した経験はあ
りませんが、公認会計士・税理士としての豊富
な監査経験と財務及び会計に関する専門的な
知見を有しており、監査等委員である社外取締
役として当社の業務執行の監督の職務を適切
に遂行することが期待できると判断したためで
あります。

また、取引所が定める独立性基準に抵触する
事項はないことから、 一般株主と利益相反が

生じるおそれがないと判断しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査等委員会の業務補助のため監査等委員会スタッフを置くこととし、そ
の人事については、代表取締役と監査等委員会が意見交換を行い決定します。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かないもの
とします。

監査等委員会スタッフは、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮・監督を受けない専属の使用人とします。



監査等委員会スタッフの異動には監査等委員会の事前の同意を必要とします。

監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の要請に基づき補助を行う際、監査等委員会の指揮命令に従うものとします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は会計監査人の監査計画の概要についての説明を受け、その後四半期毎に会計監査の状況の聴取・意見交換を実施し、当社の
事業所・子会社の往査や棚卸の実査の結果について報告を受け、会計監査人との連携に注力しています。また、内部監査規程に基づき、適宜
（年1回以上）、会合を行い、内部監査の内容を中心に情報交換を実施して連携を深めています。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化し、当社のコーポレートガバナンスの充実を図るため、取締役会の
諮問機関として任意の指名・報酬諮問委員会を設置しております。

本委員会は、取締役会から諮問を受けた取締役の指名及び取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬に係る事項等を審議し、取締役会へ
の答申を行います。

本委員会の委員の過半数は、独立社外取締役としております。また、本委員会の委員長は、独立社外取締役としております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

2022年６月29日開催の第92回定時株主総会において、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、当社の取締役と
株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）を対象とした譲渡制限付
株式報酬制度を導入しております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

役員報酬等

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役　員　区　分　　　　　　　　　　　報酬等の総額（百万円）　　基本報酬　　ストックオプション　　賞 与　　退職慰労金　　対象となる取締役の員数

取締役（監査等委員を除く。）　　　　　　　　　　　　　　 ５６　　　　　　　５６　　　　　　-　　　　　　　　　-　　　　　　　-　　　　　　　　　　　　　４

（社外取締役を除く。）

取締役（監査等委員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７　　　　　　　　７　　　　　　-　　　　　　　　　-　　　　　　　-　　　　　　　　　　　　　１

（社外取締役を除く。）

社外取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４　　　　　　　１４　　　　　　-　　　　　　　　　-　　　　　　　-　　　　　　　　　　　　　４

（注）1．取締役支給人員数及び報酬等の額には、2021年６月24日開催の第91回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名の在任中の
報酬等の額が含まれております。

2．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

3．取締役の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第86回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）については年額1億200万円以内
（ただし、使用人分給与は含まない。）、取締役（監査等委員）については年額3,000万円以内と決議いただいております。

4．2022年６月29日開催の第92回定時株主総会において、監査等委員である取締役及び社外取締役を除く業務執行取締役は２名となり、また、当
該業務執行取締役２名を対象とした譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の取締役の個人別の報酬等の内容決定に係る決定方針は次のとおりです。

《取締役の個人別報酬等の内容に係る決定方針》

ア．基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下「取締役」という。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能する
報酬体系とし、取締役の個人別の報酬の決定に際しては、株主総会で決定された報酬総額の限度内で、役位、職責、在任年数、同規模の他の上
場会社の水準及び会社業績等に応じた金額水準の内規を踏まえた適正な水準とする。

具体的には、取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）と譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）により構成し、取締役のうち社外取締役の報酬につい
ては、その職務に鑑み、基本報酬（金銭報酬）のみの構成とする。

イ．取締役の基本報酬（金銭報酬）の個人別報酬等（業績連動報酬及び非金銭報酬等を除く）の額又はその算定方法の決定に関する方針

取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、基本方針に従って決定する。

ウ．非金銭報酬等の内容及び額又はその算定方法の決定に関する方針

非金銭報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブの付与及び取締役と株主との一層の価値共有を進めることを目的とした譲渡制
限付株式報酬とし、毎年一定の時期に、一定の譲渡制限期間等の定めのある譲渡制限付株式を基本方針に従って付与する。なお、譲渡制限付
株主報酬の総額は、株主総会で決定された報酬総額の限度内で、年額1,500万円以内とし、譲渡制限付株式報酬として発行又は処分される株式
の総数は年15,000株以内とする。

エ．取締役の基本報酬（金銭報酬）の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別報酬等の額に対する割合の決定に関
する方針

社外取締役を除く取締役の報酬総額に占める基本報酬（金銭報酬）と譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）の割合は、おおよそ85：15とする。

オ．取締役の個人別報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長　保谷尚登がその具体的内容について委任を受けるものとし、その
権限の内容は、各取締役の基本報酬及び譲渡制限付株式報酬の額の決定とする。

取締役会が代表取締役社長　保谷尚登に上記権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには、代
表取締役社長　保谷尚登が最も適していると判断したためである。

なお、取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、基本報酬及び譲渡制限付株式報酬の額について、基本方針に
定める内規に従って原案を作成のうえ、委員長を独立社外取締役とし、委員の過半数が独立社外取締役で構成される指名・報酬諮問委員会に諮



問し答申を得るものとする。上記委任を受けた代表取締役社長は、当該委員会の答申を踏まえたうえで、当該内規の内容にしたがって決定をしな
ければならないこととする。

【社外取締役のサポート体制】

取締役会の開催に際し、必要に応じて付議事項の事前説明を実施しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【取締役会】

当社取締役会は、監査等委員以外の取締役４名（うち社外取締役２名）、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）により構成されてお
ります。原則毎月１回の定時取締役会と必要に応じて開催される臨時取締役会を開催し、決議事項の審議並びに報告事項について報告を受ける
とともに、業務執行の監査・監督を行っております。また、業務執行取締役は定時取締役会開催の都度、具体的な職務執行状況について報告を
行っております。

【監査等委員会】

当社は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）により構成されている監査等委員会を設置しております。

監査等委員会は原則として年６回開催し、監査方針の決定・実施、監査内容のレビュー、会計監査人の報告の監査を行っております。

監査等委員は、取締役会に出席し、決議事項の審議・採決及び報告事項の報告にあたり、必要に応じて疑問点を質し、または意見を述べるととも
に、取締役の職務の執行における法令・定款違反の有無及び妥当性について監査しております。

監査等委員は、監査等委員会の決議をもって定めた監査等委員会規程に則り、法令に定める監査等委員監査を網羅的に実行する体制を整え、
会計帳簿や重要会議の議事録・記録を閲覧することに加え、グループ各社を含めた経営執行者に対する計画的監査の実施、代表取締役との定
期会合や取締役からの直接の聴取を行うなど、取締役の業務執行の妥当性、効率性等を幅広く検証しております。

また、内部監査部門及び会計監査人と必要の都度、相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上を目
指しております。

【指名・報酬諮問委員会】

当社は、取締役の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化することを目的に、任意の諮問機関として指名・報酬諮問委員会を
設置しております。指名・報酬諮問委員会は、取締役会の決議により選任された３名以上の取締役で構成し、委員の過半数は独立社外取締役か
ら取締役会決議により選任し、委員長は、独立社外取締役である委員の中から取締役会決議により選定しております。

【執行役員】

当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能とを分離し、責任を明確化したうえ、双方の機能を強化することを目的として、執行役員制度
を導入しております。重要な業務執行等を協議・決定する機関として、取締役執行役員で構成される経営会議を原則毎月１回開催しております。

【関係会社連絡会】

関係会社連絡会は、当社とグループ会社の経営者で構成し、原則年に１回開催しております。グループ各社の諸問題について討議し、相互の意
思疎通とグループ内の連携を図っております。

【内部監査の状況】

当社は、２名体制での内部監査部門を設置しております。当社を含めたグループ各社を対象に、監査基本計画書に基づき業務監査を実施してお
ります。内部監査終了後遅滞なく監査報告書を作成して社長に報告し、被監査部門への問題点の改善提案並びに必要に応じてフォローアップを
実施しております。

また、監査等委員会及び会計監査人と必要の都度、相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上を目
指しております。

【会計監査の状況】

当社は、有限責任 あずさ監査法人を会計監査人に選任し、会社法監査及び金融商品取引法監査を受けております。2021年度において監査業務

を執行した同監査法人の公認会計士は、前田啓氏及び比留間郁夫氏であり、補助者は公認会計士３名、その他２名であります。

【社外取締役に関する事項】

社外取締役は、取締役会への出席を通して適宜意見を述べるとともに、客観的な立場に基づき、取締役の職務執行を監査・監督しております。

また、指名・報酬諮問委員会への参画により経営の透明性向上の役割を担っております。

【監査等委員会の機能強化に向けた取り組み状況】

当社は、監査等委員会の機能強化を図るため、財務・会計に関する知見を有した監査等委員である社外取締役２名を選任しております。

重要な会議への参画と意思表明、グループ各社を含めた経営執行者に対する計画的監査の実施と監査結果の取締役との共有化、更には内部
監査部門及び会計監査人と連携を図ることによる情報収集、代表取締役との定期会合や取締役からの直接の聴取、重要書類の閲覧を行うなど
取締役の業務執行の妥当性、効率性等を幅広く検証しております。なお、当社では専任の補助者を設置していませんが、内部監査部門との連携
により実効性があり且つ効率的な監査を実施しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

前記Ⅰ「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の情報」中の１．「基本的な考え方」に記載のとおりで
あります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社は、早期情報提供の観点から、定時株主総会招集通知を書面発送前の６月の第一
営業日に東京証券取引所及び当社ホームページに掲載しております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネット等による議決権行使を可能にしております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加してお
ります。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知（要約版）の英訳について、ＴＤｎｅｔによる提出及び当社ウェブサイトへの掲載を
しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期的に機関投資家及び個人投資家向けの説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
ホームページの投資家情報に、決算短信、決算説明資料、適時開示資料、有
価証券報告書、四半期報告書、コーポレート・ガバナンスの状況、株主総会の
招集通知等を掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

行動規範及び行動指針に定めており、社内周知を行っています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 環境安全方針を定めて、自然環境保全を中心に活動を推進しています。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア．取締役会規程に基づき、取締役会を原則として月１回開催する。

イ．取締役は、取締役会を通じて、他の取締役の業務執行の監督を行う。

ウ．取締役会規程において、法令又は定款で定められた事項のほか、重要な財産の処分及び譲受に関する事項、多額の借財に関する事項など
の重要な業務執行について取締役会に付議すべき事項を具体的に定め、それらの付議事項について取締役会で決定する。

エ．監査等委員会は、監査方針の下、取締役会への出席、業務執行状況の調査などを通じ、取締役の職務執行の監査を行う。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア．取締役は、取締役会議事録、稟議決裁書その他その職務の執行に係る情報を社内規則の定めるところに従い適切に保存し、管理する。

イ．各取締役及び監査等委員会の要求があるときは、これを閲覧に供する。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．会社業務に関するリスク情報の収集と分析を行い、リスクを網羅的・統括的に管理する社内規則を制定して、リスク管理体制を明確化する。



イ．危機管理を所掌する組織としてリスク管理委員会を設置し、事業の継続性を揺るがすほどの重大なリスクが発生した場合の対応につき整備を
進めていく。

ウ．リスク管理委員会は、社内規則の整備、運用状況の確認を行うとともに使用人に対する周知、啓発を行う。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

社内規則に基づく職務権限・意思決定ルールにより適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を採る。

５．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア．コンプライアンス委員会で、役職員が法令・定款その他の社内規則及び社会通念などを遵守した行動をとるための規範や行動基準を定め、そ
の周知徹底と遵守の推進を図る。

イ．役職員は、法令・定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為などが行われていることを知ったときはコンプライアンス委員会など
に通報・相談し、コンプライアンス委員会の責任者は、重要な案件については遅滞なく取締役会及び監査等委員会に報告する。

ウ．内部通報制度に関しては、通報者の保護を図るとともに透明性を維持した的確な対処の体制を採る。

６．次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当社への報告の体制

当社は関係会社規程を定めて、子会社の経営管理及び経営指導を行うとともに、年１回開催する関係会社連絡会において、子会社の経営者に重
要な職務の執行に関する定期報告を求める。

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は子会社のリスク管理の活動状況について定期的に報告を求める。当社が子会社からリスクの報告を受けた場合、当社のリスク管理委員会
において事実関係を調査し、適切な対策を講じる。

（３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア．当社はグループの中期経営計画を策定し、子会社の経営目標を明確にする。

イ．当社は子会社の事業計画等の重要事項については、子会社との事前協議を要する事項とし、その他の事項については、子会社の取締役又
は監査役として選任させた当社の指名する者が出席する子会社の取締役会において決議することにより、グループの統制を図りつつ、職務執行
の効率性を確保する。

（４）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア．当社は子会社に対してグループ共通の行動規範の遵守を求める。

イ．当社は子会社のコンプライアンス委員会の活動状況につき、年１回開催する富士興産グループ企業倫理委員会において報告を求める。

ウ．当社は子会社の取締役又は監査役として当社の指名する者を選任させ、子会社の取締役会に出席することにより、業務の適正を確保する。

エ．当社は当社の内部通報制度の利用対象に子会社を含むことにより、グループ各社の内部通報に迅速に対応できる体制とする。

７．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査等委員会の業務補助のため監査等委員会スタッフを置くこととし、そ
の人事については、代表取締役と監査等委員会が意見交換を行う。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かないものとする。

８．前号の取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項

ア．監査等委員会スタッフは、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮・監督を受けない専属の使用人とする。

イ．監査等委員会スタッフの異動には監査等委員会の事前の同意を必要とする。

９．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の要請に基づき補助を行う際、監査等委員会の指揮命令に従うものとする。

10．次に掲げる体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制

（１）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制

ア．取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、又は
会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、遅滞なく監査等委員会に報告する。

イ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定、内部監査の実施結果を遅滞な
く監査等委員会に報告する。

（２）子会社の取締役、監査役および使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

当社及び子会社の内部通報制度に基づき通報を受けた者は、通報内容を当社の総務部長に報告し、当社の総務部長はその内容を当社監査等
委員会に遅滞なく報告する。

11．監査等委員会に前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

当社及び子会社は、内部通報制度に係る「ホットライン規程」において、通報者が通報したことをもって不利益な取り扱いを受けないとする定めを
おく。

12．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について、当社に費用の前払等を請求した場合、当社は当該請求が監査等委員の職務に必要でないと認められる
場合を除き、これを負担する。

13．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア．代表取締役は、監査等委員会と可能な限り会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見の交換のほか、意思の疎通を図るものとす
る。

イ．取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要な業務執行の会議への監査等委員の出席を確保する。

14．反社会的勢力を排除するための体制

ア．社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力に対しては、その関係を遮断するため、基本方針・規程を
定め、その徹底を図る。

イ．反社会的勢力との関係遮断に係る主管部署を定めるとともに、外部専門機関と緊密に連携し、会社を挙げて毅然とした態度で対応する。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は「内部統制システム構築の基本方針」において「反社会的勢力を排除するための体制」を定め、これに基づき反社会的勢力の排除に向け
た社内体制の整備を図っています。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



株主総会

取締役会

（議長：社長）

監査等委員会
会計監査人

選任・解任 選任・解任選任・解任

執行役員

監査

各部門

グループ会社

監査等

選任・解任

監督

会計監査

内
部
監
査
部
門

内部監査

業務執行

連携

連携 連携

経営戦略・計画・方針の決定
重要な業務執行の意思決定

（議長：社長）

経営会議

付議

決裁

コーポレートガバナンス体制

指名・報酬

諮問委員会

諮問

答申



適時開示体制に係る体制図
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※緊急を要する発生事実に関する情報は、代表取締役社長の判断によ
り、取締役会への付議を経ずに開示することが出来る。


